
西  脇  市

令 和 ４ 年 度

統一的な基準による

財 務 書 類 ４ 表



産
有形固定資産

事業用資産
土地
立木竹
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
船舶
船舶減価償却累計額
浮標等
浮標等減価償却累計額
航空機
航空機減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

インフラ資産
土地
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金

有価証券
出資金
その他

投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金
基金

減債基金
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その他
徴収不能引当金
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現金預金
未収金
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員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社

　

会保障給付

他会計への

目

繰出金

その他

経常収益

金

使用料及び手数料
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他

 純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業

　

費

資産除売却損

投資損

額

失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額
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臨時利益

資産売却益
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 純行政コスト
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1,650,780
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435,015
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3,157,406
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1,533,087

40,802

585,958
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行政コスト計算書
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千円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出

人件費支出

物件費等支出

支払利息支出

その他の支出

移転費用支出

補助金等支出

社会保障給付支出

他会計への繰出支出

その他の支出

業務収入

税収等収入

国県等補助金収入

使用料及び手数料収入

その他の収入

臨時支出

災害復旧事業費支出

その他の支

科

出

臨時収入

 業務活動

　

収支

【投資活動収支】

投資活動支出

公共施設等整備費支出

基金積立金支出

投資及び出資金支出

貸付金支出

その他の支出

投資活動収入

国県等補助金収入

基金取崩収入

貸付金元金回収収入

資産売却収入
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目
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財

金
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その他の収入

 財務

　

活動収支

 本年度資金

額

収支額

 前年度末資金残高

 本年度末資金残高

 前年度末歳計外現金残高

 本年度歳計外現金増減額

 本年度末歳計外現金残高

 本年度末現金預金残高

16,680,658

6,101,430

2,459,621

3,343,263

104,371

194,174

10,579,228

5,687,397

3,502,916

1,386,652

2,263

19,461,037

14,046,22
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※ 各財務書類について、表示単位である千円未満を四捨五入して表示しているため、合計

又は小計と内訳が一致しない場合があります。 

※ 財務書類の作成方針等に関する注記 

⑴ 対象となる会計区分

地方財政統計上の「普通会計」を対象に財務書類を作成しており、一般会計、学校給

食センター特別会計、公営墓地特別会計及び茜が丘宅地供給事業特別会計が該当します。 

⑵ 作成基準日

作成基準日は、令和４年度末（令和５年３月31日）を基準日としています。なお、出

納整理期間（令和５年４月１日から令和５年５月31日まで）に係る出納については、基

準日までに終了したものとして取り扱っています。 

⑶ 有形固定資産等の評価基準及び評価方法

資産評価及び固定資産台帳整備の手引き（平成27年１月総務省）に定める評価基準及

び評価方法に基づき作成しています。 

⑷ 有価証券等の評価基準及び評価方法

市場価格のあるものは年度末日の市場価格に基づく時価法で、そうでないものは取得

原価に基づき作成しています。 

出資金については、市場価格のあるものは年度末日の市場価格に基づく時価法で、そ

うでないものは出資金額で作成しています。 

⑸ 有形固定資産等の減価償却の方法

有形固定資産・無形固定資産については、定額法を採用しています。リース資産につ

いては、所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産の場合は、自己所有の

固定資産に適用する減価償却の方法と同一の方法により作成しています。 

⑹ リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については計上していません。 

⑺ 消費税等の会計処理

税込方式により処理しています。

⑻ 保証債務及び損失補償債務負担の状況

名 称 限  度  額 

中小企業事業資金融資補償 63,846千円 

⑼ 地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況

名 称 比 率 

実質赤字比率 △2.55％ 

実質公債費比率 9.4％ 

将来負担比率 2.9％ 
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⑽ 将来負担比率の算定要素

名 称 金  額 

将来負担額 38,337,504千円 

普通会計地方債残高 22,201,958千円 

債務負担行為支出予定額 0千円 

公営企業債負担見込額 14,156,330千円 

一部事務組合等地方債負担見込額 332,929千円 

退職手当負担見込額 1,640,644千円 

第三セクター等債務負担見込額 5,643千円 

連結実質赤字額 0千円 

一部事務組合等実質赤字負担額 0千円 

基金等将来負担軽減資産 38,064,543千円 

地方債償還額等充当基金残高 11,132,104千円 

地方債償還額等充当歳入見込額 1,756,202千円 

地方債償還額等充当交付税見込額 25,176,237千円 

標準財政規模 11,852,105千円 

基準財政需要額に算入する公債費等 2,722,939千円 

⑾ 繰越事業に係る将来の支出予定額

167,658千円 

⑿ 一時借入金について

一時借入金の増減は含まれていません。借入限度額は 4,000,000千円で、利子は２千

円です。 

⒀ 重要な非資金取引

名 称 金 額 

減価償却費 1,533,087千円 

賞与等引当金 138,603千円 

退職手当引当金 1,640,655千円 

徴収不能引当金 △14,369千円 

損失補償等引当金 0千円 
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Ⅰ 財務書類４表について
１ 貸借対照表（ＢＳ） 

⑴ 貸借対照表について

貸借対照表は住民サービスを提供するために、市が保有している財産を「資産」、そ

の財産をどのような財源で調達してきたかを「負債」及び「純資産」により、総括的に

対照表示した一覧表です。「負債」が将来世代の負担であるのに対し、「純資産」は、

これまでの世代がすでに負担を終えたものとして捉えます。 

資産の部 
固定資産 

有形固定資産 
事業用資産 庁舎・学校等 
インフラ資産 道路・河川等 
物品 機械器具、自動車等の現金を除く50万円以上のもの 

無形固定資産 
ソフトウェア コンピュータ用プログラム等 
その他 電話加入権等その他の無形固定資産 

投資その他の資産 
投資及び出資金 有価証券、出資金、出捐金 
投資損失引当金 連結対象となる会計・法人の財政状況が一定以上悪化した

場合に備えて計上されるもの 
長期延滞債権 債権回収予定日から１年以上経過した未回収の債権 
長期貸付金 返納期限未到来の貸付金で、流動資産以外のもの 
基金 基金のうち、流動資産以外のもの 
その他 その他の投資その他の資産 
徴収不能引当金 長期延滞債権、長期貸付金に対し、過去５年間の平均不納

欠損率により算定したもの 
流動資産 

現金預金 現金及び現金と同等のもの 
未収金 税金、使用料等の滞納期間が１年未満の債権 
短期貸付金 翌年度に償還期限が到来するもの 
基金 財政調整基金及び減債基金 
棚卸資産 売却目的で保有する資産 
その他 その他の流動資産 
徴収不能引当金 未収金、短期貸付金に対し、過去５年間の平均不納欠損率

により算定したもの 
負債の部 

固定負債 
地方債 翌年度以降に償還する市債 
長期未払金 債務負担行為における翌々年度以降の支払い金額 
退職手当引当金 退職手当債務から、退職手当組合への加入時以降の負担金

の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額

の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益の

うち当該地方公共団体へ按分される額を加算した額を控除

した額 
損失補償等引当金 履行すべき額が未確定の損失補償債務等のうち、地方公共

団体財政健全化法上、将来負担比率の算定に含めた将来負

担額 
その他 上記以外の固定負債 
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流動負債 
１年内償還予定地方債 翌年度に償還する市債 
未払金 債務負担行為における翌年度の支払い金額 
未払費用 継続して提供を受けている役務に対して、支払いを終えて

いない金額 
前受金 代金の納入は受けているが、業務未履行のもの 
前受収益 未提供の役務に対して先に代金の支払いを受けたもの 
賞与等引当金 翌年度６月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象

期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額 
預り金 第三者から寄託された資産に係る見積負債 
その他 上記以外の流動負債 

純資産の部 
固定資産等形成分 資産形成のために充当した資源の蓄積で、減価償却累計額

を控除した固定資産の金額、短期貸付金、基金等 
余剰分（不足分） 費消可能な資源の蓄積で、流動資産から、将来の支出が見

込まれる負債を控除した額 

⑵ 本年度の概要について

資産の部については、有形固定資産の割合が、資産全体の69.6％を占めています。そ

のうち、建物、道路、橋りょう、公園等の償却資産に該当するものが 279億 419万８千

円で、減価償却により資産価値が取得価額に対して59.9％減少しています。投資及び出

資金が資産全体に占める割合は15.4％です。流動資産は、現金預金への換金性を有して 

おり、資産全体に占める割合は 7.1％で、そのうち現金預金は 8.4％となっています。 

基金については、固定資産と流動資産を合わせて資産全体の14.1％を占めており、主な

ものは、財政調整基金（54億 1,205万７千円）、公共施設整備基金（17億 4,225万３千

円）です。 

負債の部については、地方債が負債全体の91.9％を占めています。また、退職手当引 

当金が負債全体に占める割合が 6.8％、賞与等引当金が負債全体に占める割合が 0.6％、 

歳計外現金の残高である預り金が負債全体に占める割合が 0.7％となっています。 

純資産の部については、余剰分（不足分）がマイナスとなっており、公共施設への投

資を余剰分以上に行っているといえます。 

２ 行政コスト計算書（ＰＬ） 

⑴ 行政コスト計算書について

行政コスト計算書は、４月１日から翌年３月31日までの１年間の行政活動のうち、福

祉活動や委託事業等、資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費とその行政サー

ビスの直接の対価として得られた財源を対比させた財務書類です。また、現金収支を伴

わない減価償却費も費用として含んでいます。 

科目については、「経常費用」「経常収益」「臨時損失」及び「臨時利益」から構成

されており、「経常費用」と「経常収益」及び「臨時損失」と「臨時利益」の収支を合

算した「純行政コスト」が、税収、地方交付税、国県支出金等の歳入で賄うべきコスト

を表しています。 
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経常費用 
業務費用 

人件費 
職員給与費 職員等に勤労の対価や報酬として支払われる費用 
賞与等引当金繰入額 賞与等引当金の当該年度発生額 
退職手当引当金繰入額 退職手当引当金の当該年度発生額 
その他 上記以外の人件費 

物件費等 
物件費 職員旅費、委託料、消耗品費、備品購入費等の資産計上

されない経費 
維持補修費 資産の機能維持のために必要な修繕費等 
減価償却費 土地・建物仮勘定以外の有形固定資産について、耐用年

数に基づき計算された当該年度中の資産価値減少金額 
その他 上記以外の物件費等 

その他の業務費用 
支払利息 地方債利子償還額と一時借入金利子の合計額 
徴収不能引当金繰入額 年度末回収不能見込額から前年度末回収不能見込額を控

除し、当該年度不納欠損額を加えた額 
その他 上記以外のその他の業務費用 

移転費用 
補助金等 政策目的の補助金等 
社会保障給付 社会保障給付としての扶助費等 
他会計への繰出金 公営企業会計等への繰出金、負担金 
その他 上記以外の移転費用 

経常収益 
使用料及び手数料 一定の財・サービスの提供時に、対価として使用料・手

数料の形態で徴収するもの 
その他 上記以外の経常収益 

臨時損失 
災害復旧事業費 災害復旧に関する費用 
資産除売却損 資産売却による収入が帳簿価額を下回る場合の差額及び

除却した資産の除却時の帳簿価額 
投資損失引当金繰入額 投資損失引当金の当該年度発生額 
損失補償等引当金繰入額 損失補償引当金の当該年度発生額 
その他 上記以外の臨時損失 

臨時利益 
資産売却益 資産の売却による収入が帳簿価額を上回る場合の差額 
その他 上記以外の臨時利益 

⑵ 本年度の概要について

経常費用における業務費用の内訳として、人件費が32.0％、物件費等が60.5％、その

他の業務費用が 7.5％を占めています。 

   また、経常費用における移転費用の内訳として、補助金等が53.8％、社会保障給付が

33.1％、他会計への繰出金が13.1％を占めています。 

経常収益については、使用料及び手数料が39.3％を占めています。 

臨時損失・臨時利益と合わせて、純行政コストは 177億 6,405万１千円となっていま

す。 
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３ 純資産変動計算書（ＮＷ） 

⑴ 純資産変動計算書について

純資産変動計算書は、資産形成に当たって、これまでの世代がすでに負担を終えた資

産である純資産が１年間でどのように変動したかを表す計算書です。 

政策形成上の意思決定又はその他の事象による純資産及びその内部構造の変動を、貸

借対照表（ＢＳ）における純資産の部と同様に、「固定資産等形成分」「余剰分（不足

分）」に区分して明らかにしています。 

純行政コスト 
純行政コスト 行政コスト計算書における純行政コスト 

財源 
税収等 地方税、地方交付税及び地方譲与税等（長期延滞債権及び未収

金を含む。） 
国県等補助金 国庫支出金及び県支出金 

固定資産等の変動（内部変動） 
有形固定資産等の増加 有形固定資産及び無形固定資産の形成による保有資産の増加額 

（有形固定資産及び無形固定資産の形成のために支出した金額）

有形固定資産等の減少 有形固定資産及び無形固定資産の除売却及び減価償却による減

少額 
貸付金・基金等の増加 貸付金・基金等の形成による保有資産の増加額（新たな貸付金 

・基金等のために支出した金額） 
貸付金・基金等の減少 貸付金の償還及び基金の取崩し等による減少額 

資産評価差額 
資産評価差額 有価証券等の評価差額 

無償所管換等 
無償所管換等 無償で譲渡又は取得した固定資産の評価額等 

その他 
その他 上記以外の純資産及びその内部構成の変動 

⑵ 本年度の概要について

令和４年度の純行政コスト 177億 6,405万１千円に対して、地方税や補助金等の財源

は 188億 4,830万１千円となっています。 

固定資産等の変動（内部変動）については、年度中の増減の結果、有形固定資産が14

億 1,377万６千円減少、貸付金・基金等が14億 5,800万５千円増加しています。また、

純資産を資産形成のために充当した資源の蓄積額である「固定資産等形成分」、費消可 

能な資源の蓄積額である「余剰分（不足分）」に振り分けた結果、「固定資産等形成分」 

が 9,375万５千円減少、「余剰分（不足分）」が10億 4,002万１千円増加し、純資産残

高は 603億 1,442万９千円となりました。 

４ 資金収支計算書（ＣＦ） 

⑴ 資金収支計算書について
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歳計現金の出入りの情報を「業務活動収支」「投資活動収支」「財務活動収支」の３

つの活動に分けて表すことで、市の活動に伴う資金利用状況及び資金獲得能力を明らか

にしています。 

「業務活動収支」には、人件費、物件費等の支出と、地方税、地方交付税、手数料等

の収入を計上しており、日常の行政活動における資金収支の状況を表しています。「投

資活動収支」には、公共施設の整備など、資産形成に係る支出と、その財源である国県 

補助金等を計上しています。「財務活動収支」には、地方債の償還・発行など資金調達 

・運用に関する資金収支を計上しています。 

本表に含まれない歳計外現金については、欄外に「前年度末歳計外現金残高」「本年

度歳計外現金増減額」「本年度末歳計外現金残高」「本年度末現金預金残高」として表

記しています。 

業務活動収支 
業務支出 

業務費用支出 
人件費支出 人件費に係る支出 
物件費等支出 物件費等に係る支出 
支払利息支出 地方債等に係る支払利息の支出 
その他の支出 上記以外の業務費用支出 

移転費用支出 
補助金等支出 補助金等に係る支出 
社会保障給付支出 社会保障給付に係る支出 
他会計への繰出支出 他会計への繰出しに係る支出 
その他の支出 上記以外の移転費用支出 

業務収入 
税収等収入 税収等の収入 
国県等補助金収入 国県等補助金のうち、業務支出の財源に充当した収入 
使用料及び手数料収入 使用料及び手数料の収入 
その他の収入 上記以外の業務収入 

臨時支出 
災害復旧事業費支出 災害復旧事業費に係る支出 
その他の支出 上記以外の臨時支出 

臨時収入 
臨時収入 臨時にあった収入 

投資活動収支 
投資活動支出 

公共施設等整備費支出 有形固定資産の形成に係る支出 
基金積立金支出 基金積立に係る支出 
投資及び出資金支出 投資及び出資金に係る支出 
貸付金支出 貸付金に係る支出 
その他の支出 上記以外の投資活動支出 

投資活動収入 
国県等補助金収入 国県等補助金のうち、投資活動支出の財源に充当した収入 
基金取崩収入 基金取崩しによる収入 
貸付金元金回収収入 貸付金に係る元金回収収入 
資産売却収入 資産売却による収入 
その他の収入 上記以外の投資活動収入 
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財務活動収支 
財務活動支出 

地方債償還支出 地方債に係る元金償還の支出 
その他の支出 上記以外の財務活動支出 

財務活動収入 
地方債発行収入 地方債発行による収入 
その他の収入 上記以外の財務活動収入 

前年度末歳計外現金残高 契約保証金、市営住宅の敷金等、市の所有に属していない現

金の動きを表しています。 本年度歳計外現金増減額 
本年度末歳計外現金残高 

※ 本表における資金とは、現金（手許現金、要求払預金）及び現金同等（３か月以 

内の短期投資のほか、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払を含む。） 

を表しています。 

⑵ 本年度の概要について

業務活動収支については、支出合計は 166億 8,065万８千円、収入合計は 194億

 6,103万７千円で、27億 8,038万円の黒字となりました。支出において、業務費用支出

では物件費等支出が54.8％、移転費用支出では補助金等支出が53.8％を占めています。

収入では、税収等収入が業務収入の72.2％を占めています。 

投資活動収支については、支出合計は31億 416万５千円、収入合計は14億 2,014万１

千円で、16億 8,402万４千円の赤字となりました。支出では、公共施設等整備費支出が

12.0％、収入では基金取崩収入が74.8％を占めています。 

財務活動収支については、支出合計は19億 3,744万２千円、収入合計は３億 2,924万

６千円で、16億 819万６千円の赤字となりました。 

資金は５億 1,184万円減少し、期末の資金残高は３億 2,317万３千円となりました。

また、歳計外現金残高は41万９千円減少し、１億 7,634万９千円となり、期末の現金預

金残高は４億 9,952万３千円となっています。 

これらの活動区分については、「業務活動収支」で生じた収支余剰（黒字）で、「投

資活動収支」及び「財務活動収支」の収支不足（赤字）を補塡するという関係性があり

ます。 
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Ⅱ 財務書類から見る西脇市の財政状況  
１ 資産状況について 

⑴ 住民１人当たりの資産額（貸借対照表）

勘 定 科 目 金 額 （前年度比） 

資産額 2,191千円 （11千円） 

⑵ 資産の構成比率（貸借対照表）

勘 定 科 目 比 率 （前年度比） 

有形固定資産 69.6％ （△1.4％） 

無形固定資産   0.0％  （0.0％） 

投資その他の資産 23.3％  （1.5％） 

流動資産 7.1％ （△0.1％） 

⑶ 有形固定資産の構成比率（貸借対照表）

勘 定 科 目 比 率 （前年度比） 

事業用資産 73.6％  （0.3％） 

インフラ資産 26.1％ （△0.2％） 

物品 0.3％ （△0.1％） 

⑷ 歳入額対資産比率（貸借対照表）

歳入総額に対する資産の比率を計算することにより、ストックである資産の形成に何

年分の歳入が充当されたかをみることができます。 

   歳入額対資産比率＝資産合計÷歳入総額 

84,471,994千円÷22,045,437千円＝3.83 

⑸ 資産老朽化比率（貸借対照表）

有形固定資産のうち、土地等の非償却資産以外の償却資産の取得価額における減価償

却累計額が占める割合を表し、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過している

かを把握することができます。 

資産老朽化比率（％）＝減価償却累計額÷（有形固定資産－非償却資産＋減価償却累

計額）× 100 

41,719,396千円÷（58,821,425千円－30,917,227千円＋41,719,396千円）× 100＝ 

59.9％ 

２ 将来の負担について 

⑴ 住民１人当たりの負債額（貸借対照表）

勘 定 科 目 金 額 （前年度比） 

負債額 627千円（△32千円） 
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⑵ 負債全体に対する地方債の割合（貸借対照表）

負債全体に対する地方債の割合（％）＝（地方債＋１年内償還予定地方債）÷負債合

計× 100 

（20,293,547千円＋ 1,908,412千円）÷24,157,565千円× 100＝91.9％ 

⑶ 純資産比率（貸借対照表）

全資産における償還義務のない純資産が占める割合を表し、割合が高いほど、将来世

代の負担が小さいことになります。 

純資産比率（％）＝純資産合計÷資産合計× 100 

60,314,429千円÷84,471,994千円× 100＝71.4％ 

⑷ 流動比率（貸借対照表）

１年以内に現金化できる資産が１年以内に返済すべき負債をどれだけ上回っているか

を表す指標で、比率が 100％を超えている場合は短期的な支払能力があるといえます。 

流動比率（％）＝流動資産÷流動負債× 100 

5,980,923千円÷ 2,223,364千円× 100＝ 269.0％ 

⑸ 社会資本形成の将来世代負担比率（貸借対照表）

有形・無形固定資産における地方債が占める割合を表し、割合が高いほど社会資本形

成に係る将来世代の負担が大きいことになります。 

社会資本形成の将来世代負担比率（％）＝（地方債＋１年内償還予定地方債）÷（有 

形固定資産＋無形固定資産）× 100 

（20,293,547千円＋ 1,908,412千円）÷（58,821,425千円＋ 6,435千円）× 100＝ 

37.7％ 

⑹ 基礎的財政収支（資金収支計算書）

地方債等の借入金に係る収入及び経費を除いた歳入と歳出の収支を表します。均衡が

とれている場合、地方債の発行に頼らない健全な財政状況であるといえ、逆に赤字の場

合、財政運営のために新たな地方債の発行を行わなければならず、将来の世代に負担が

生じている状況であるといえます。 

基礎的財政収支＝業務活動収支（支払利息を除く。）＋投資活動収支 

2,884,751千円＋（△ 1,684,024千円）＝ 1,200,727千円 

３ 行政コストについて 

⑴ 住民１人当たりの純行政コスト（行政コスト計算書）

市の全ての行政活動に係るコストを表します。

勘 定 科 目 金 額 （前年度比） 

純行政コスト 461千円 （19千円） 
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⑵ 住民１人当たりの行政目的別行政コスト（行政コスト計算書）

勘 定 科 目 金 額 （前年度比） 

人件費 65千円（△２千円） 

物件費等(減価償却費を除く。) 84千円 （０千円） 

減価償却費 40千円 （11千円） 

補助金等 148千円（△３千円） 

社会保障給付 91千円 （２千円） 

⑶ 経常費用の構成比率（行政コスト計算書）

勘 定 科 目 比 率 （前年度比） 

業務費用 42.7％  （2.6％） 

移転費用 57.3％ （△2.6％） 

⑷ 業務費用の構成比率（行政コスト計算書）

勘 定 科 目 比 率 （前年度比） 

人件費 32.0％ （△3.8％） 

物件費等 60.5％ （△0.1％） 

その他の業務費用 7.5％  （3.9％） 

⑸ 移転費用の構成比率（行政コスト計算書）

勘 定 科 目 比 率 （前年度比） 

補助金等 53.8％ （△0.7％） 

社会保障給付 33.1％  （0.9％） 

他会計への繰出金 13.1％ （△0.2％） 

その他 0.0％  （０％） 

⑹ 受益者負担比率（行政コスト計算書）

行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を表し、割合が高いほど行政サービス

が自律性をもって行われていることになります。 

受益者負担比率（％）＝経常収益÷経常費用× 100 

707,668千円÷18,458,038千円× 100＝ 3.8％ 

⑺ 行政コスト対税収等比率（行政コスト計算書・純資産変動計算書）

当該年度の税収等における純行政コストが占める割合を表し、税収等のうち、どれだ

け資産形成を伴わない行政コストに費消されたかを把握することができます。この比率

が高いほど資産形成に余裕がなく、 100％を超えると過去に形成した資産が取り崩され

たことになります。 

行政コスト対税収等比率（％）＝純行政コスト÷（税収等＋国県等補助金）× 100 

17,764,051千円÷（14,051,060千円＋ 4,797,241千円）× 100＝94.2％ 
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